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「発電所」の倒産・休廃業解散動向（2024 年度） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク

に帰属します。  

当レポートはプレスリリース用資料として作成して

おります 。著作 権法 の範 囲内 でご 利用い ただ き、

私 的 利 用 を 超 え た 複 製 お よ び 転 載 を 固 く 禁 じ ま

す。  

「発電所」の倒産・休廃業解散動向（2024 年度） 
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2024 年度に発生した、再生可能エネルギーなど発電事業者の倒産と休廃業・解散件数が過去

最多の 52 件に達した。太陽光発電や木質バイオマス発電が特に影響を受け、維持管理コストや

燃料価格の高騰、FIT 制度の買取価格引き下げが主な要因となった。FIT 制度終了に伴う減収

や設備投資コストの増加が課題であり、再エネ発電事業者の淘汰が今後も進む可能性が高い。 

 

株式会社帝国データバンクは「発電所」の倒産・休廃業解散動向について調査・分析を行った。  

集計期間：2000 年 4 月 1 日～2025 年 3 月 31 日まで  

集計対象：倒産は負債 1000 万円以上、法的整理によるもの。休廃業・解散とは、倒産（法的整理）を除き、特段の手続きを取らず

に企業活動が停止した状態を確認（休廃業）、もしくは商業登記等で解散（ただし「みなし解散」を除く）を確認した企業  
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買取価格の低下や燃料費の高騰など打撃 

 

「再エネ発電」が苦境  
発電所の倒産、過去最多  
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「発電所」の倒産・休廃業解散動向（2024 年度） 

「再エネ発電」が苦境 発電所の倒産、過去最多 

 

 再生可能エネルギーを中心とした発電事業者の倒産や廃業が相次いでいる。2024 年度(2024 年 4 月

～2025 年 3 月)に発生した、太陽光発電や木質バイオマス発電など再エネを中心とした発電事業者の倒

産（負債 1000 万円以上、法的整理）は 8 件となり、前年度から倍増した。休廃業・解散（廃業）の 44 件を

合わせると、過去最多となる 52 件が市場から消滅した。 

 2020 年度以降の 5 年間で倒産した発電事業者 19 件の事業内容を見ると、「太陽光発電」が 7 件と最

も多かった。また、2024 年度に多く発生した「木質バイオマス発電」が 4 件と 2 番目に多かったほか、天然

ガス発電など「火力発電」（3 件）、「風力発電」（2 件）が続いた。 

 再エネ発電事業者の倒産では、発電設備などの投資に対して維持管理コストや、発電に使用する燃料価

格が当初計画を上回り、採算性が低下したところに、再エネで発電した電気の買取価格を保証する「固定価

格買取制度（FIT）」の水準が引き下げられたことで利益が見込めなくなり、事業継続が困難となるケースが

目立った。実際に、太陽光発電事業を手がけていた いろは商会（2024 年 7 月、破産）は、全国に 8 万ヘ

クタールの用地を確保するなど大規模な発電事業を行っていたものの、電力買取価格が低下したことで採

算が合わない状態が続き、事業継続が困難となった。また、近年カーボンニュートラル達成の切り札となり、

風力や太陽光に比べて天候に左右されない強みが注目されたことで、大手企業などの参入が相次いだ木質

バイオマス発電でも、運営コストに直接影響する木質チップが国産・輸入材ともに高騰したうえ、設備の不

具合や事故なども発生し、維持管理コストの増加に直面している。このため、新宮フォレストエナジー

（2025 年 1 月、破産）など運営を諦めたケースが 2024 年度に目立った。 

 足元では、太陽光を中心に安定した売電収入を得ている企業も多いほか、需給バランス調整のための蓄

電施設の開発が進むなど、再エネ発電のニーズは高まっている。一方で、多くの企業が FIT 制度の終了に

伴う収入の低下を懸念しており、借入金の返済負担や設備投資に伴うコスト増が利益を圧迫しかねないと

いった課題も残る。FIT 制度がスタートした 2012 年から再エネをめぐる事情が大きく様変わりしたなか、

同制度を前提とした再エネ発電事業者の淘汰が今後も進む可能性がある。 

 

「発電所」の倒産・休廃業解散動向と 事業内容  

 
「発電所」の倒産件数 推移 2020 年度以降に倒産した発電所の 

事業内容  
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[注] 「倒産」：負債1000万円以上の法的整理 [注] 「火力発電」には天然ガスによる火力発電を含む

倒産・休廃業解散
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